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エグゼクティブサマリー
2019年12月4日に日本の国会にて日米貿易協定とデジタル貿易協定が承認され
ました。日本側の国内手続が完了することにより、日米間において2020年1月1日
に日米貿易協定、デジタル貿易協定が発効する見通しとなりました。米国のTPP離
脱後に日米間で結ぶ協定であり、世界のGDPの3割を占める両国間の貿易協定と
なります。ただし、協定上対象の品目については日米ともに、すべての品目のうち
の一部にとどまっているため、その経済効果については限定的なものといえます。

日米貿易協定において、日本への輸入については協定上2020年1月1日より、
協定上挙げられている物品につき関税即時撤廃及び段階的引き下げが行わ
れ、2020年4月1日に協定上の翌年として関税引き下げが行われ、次年度以降も
同様となっていきます（米国への輸入については2020年1月1日の関税即時撤廃
及び引下げ以降は、その翌年の同日に関税引下げが行われます）。

また、貿易協定の他、日米間のデジタル貿易についての枠組みも整うことにより、
両国間の貿易が促進されることとなります。

http://www.ey.com/GL/en/Services/Tax/International-Tax/Tax-alert-library%23date
http://www.ey.com/GL/en/Services/Tax/International-Tax/Tax-alert-library%23date
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品目の税率について
日本と米国それぞれ関税撤廃・引き下げする品目について確認
させていただきます。

（1）日本への輸入
日米貿易協定においては、農産品に係る日本側の関税につい
て、TPPの範囲内となるよう税率が設定されており（牛肉、豚
肉、ホエイ、チーズなど）、コメは本協定から除外されました。

日米貿易協定にて取り決められた関税率について、即時撤廃の
ものもありますが、ほとんどは段階的関税撤廃・引き下げとなっ
ています。ただし、特定の農産品（牛肉、豚肉、ホエイなど）につ
いては、一定の発動水準はセーフガード措置をとることが可能
となっています。

また、化学製品についても関税引き下げされていますが、鉄鋼
製品、卑金属製品など有税工業品については、関税引下げとは
なっていません。

（2）米国への輸入
日本からの米国の乗用自動車の輸入については、協定上関税
引下げは行われておらず、現状のMFN関税2.5%のままとなっ
ています。ただし、自動車・自動車部品について、米国譲許表に
更なる交渉による関税撤廃の取り組みがされることが明記され
ており、今後の交渉が待たれるところです。自動車・自動車部品
について関税引下げ、撤廃となった場合、米国への輸出額とし
て割合が大きいため、その影響も大きくなります。また、日米首
脳間の確認により、協定上日米貿易協定の履行中は米国通商
拡大法232条の自動車・自動車部品への追加関税がされない
とされていますが、これについても今後の動向に注目すべき事
項となります。

日本が米国に輸出するその他工業製品では、一部の品目につ
いて関税が撤廃・引下げされることになります。高性能機械・部
品（マシニングセンタ、工具、旋盤、鍛造機等）、日本企業米国現
地事業が必要とするエアコン部品・鉄道部品、先端技術の品目
（3Dプリンタ）、カラーテレビなどが関税引下げとなり、これら
の多くは2020年４月にも関税無税となります。それ以外の品
目についても、今後関税無税となっていくものも多く存在して
いますので、協定上引下げされることとなる対象品目について
は注意が必要です。

原産地規則に係る申告手続について
日米貿易協定における原産地規則として、完全生産品の定義、
積送基準、僅少の非原産材料、実質的変更基準としての関税
分類変更規準等の記載があり、これらに沿った内容の申告がさ
れる必要があります。原産地規則における具体的な申告手続
方法については、日本への輸入において、輸入時に産品が原産
品であることを申告するとされ、また申告の要件については入
手可能な方法により公表されるとされています。米国において
も、輸入者は通関書類の中で原産性を示す書類を提出すること
とされていますが、日米において具体的な申告方法について、
現段階にて発表がされていない状況となっています。協定の発
効が迫っていることを鑑みると、今後の発表について注意が必
要となります。

企業に求められる対応
日米の輸入者としては原産地規則による手続きに沿って申告を
していかなければなりません。原産地証明方法としては、従来
の原産地証明書を提出する方法は採用されておらず、輸入者
による自己申告制度となっています（東京税関主催の日米貿易
協定に関する業務説明会による）。

具体的な申告方法については、税関等の発表を待って確認す
べきとなりますが、自己申告制度についてはTPPや日欧EPAに
て採用されていることから、これらを参考に事前に準備してお
くことも考えられます。また、輸入当局による原産資格の検認
業務も行われる規定が協定上存在しているため、原産地の根
拠資料を保管できる状況を保つ必要があります。企業として
は、利益を最大限に享受しながらもリスクを最小限に抑えるた
めに、新たな体制をつくることが求められています。協定上の
手続きを実際に踏んでいく手続きを行っていくと、よりいっそう
正確なHSコード付番が求められます。関税率の確定及び原産
地の認定において、HSコード付番は重要となるため、専門的に
扱っている外部へ委託したり、付番システムを導入することも
有益です。その他にも、米国向け輸出量が多いため手続量が膨
大となることや、検認の対応に労力が必要となる場合、米国向
け輸出に特化した部門・配置が必要となる等、新たに対策が必
要となっていくことも考えられます。米国向けの輸出を主要な
取引としている日本企業であればよりいっそうの今後の対応が 
求められます。日米貿易協定を利用したより効率的なサプライ
チェーンの構築に向けて、早期に対策を始めることが望ましい
といえます。



3Japan tax alert   2019年12月18日  |

（日米貿易協定）税率引き下げ例

日本への輸入

段階的（即時）引き下げ

品目 HS MFN 2020年
（1/1～）

2020年
（4/1～） 2021年 2022年 …最終 原産地規則

牛肉 0201 38.5 26.6 25.8 25.0 24.1 9.0 -

豚肉 020312.023
4.3 ※従価税 1.9 1.7 1.4 1.2 無税 -

1kgにつき482円  
※重量税 125円 125円 125円 70円 50円

ホエイ 
（砂糖を加えたもの） 040410.125 29.8及び 

1kgにつき425円 28.6 25.4 22.2 19.0 無税 CC 
（一部除外あり）

フレッシュチーズ 
（脂肪分45%以上） 040610.090 29.8 26.8 26.8 26.8 26.8 26.8 CC 

（一部除外あり）
グリセリン 290545.000 5.0 無税 無税 無税 無税 無税 CTSH
ペプトン 350400.010 2.9 無税 無税 無税 無税 無税 CTH
ステアリン酸 382311.000 2.5 無税 無税 無税 無税 無税 CTSH

※日米貿易協定は2020年1月1日に発効される見通しである。その後の毎年の引き下げは、2020年も含め、毎年4月1日に行う。
※最終とは、協定上最大限関税が引き下げられた年

米国への輸入

段階的（即時）引き下げ

品目 HS MFN 2020年
（1/1～） 2021年 2022年 2023年 …最終 原産地規則

マシニングセンタ 84571000 4.2 1.2 無税 無税 無税 無税 CTH（一部除外あり）
工具 82079075 3.7 0.7 無税 無税 無税 無税 CTSH
旋盤 84581100 4.4 1.4 無税 無税 無税 無税 CTH
鍛造機 84621000 4.4 1.4 無税 無税 無税 無税 CTH

ゴム・プラスチック加工機械 84659200 3.0 無税 無税 無税 無税 無税 CTH
鉄製のねじ 73181900 5.7 2.85 2.85 2.85 2.85 2.85 CTH
エアコン部品 84159080 1.4 無税 無税 無税 無税 無税 CTSH（一部除外あり）
鉄道部品 86071990 2.6 無税 無税 無税 無税 無税 CTSH

3Dプリンタ 84775901 3.1 0.1 無税 無税 無税 無税 CTSH
カラーテレビ 85287248 5.0 2.0 無税 無税 無税 無税 CTSH

※日米貿易協定は2020年1月1日に発効される見通しである。その後の毎年の引き下げは、発効日と同日に行われる。
※最終とは、協定上最大限関税が引き下げられた年
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